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 本工事は、「施工者と契約した第三者による
品質証明の試行について（平成25年２月28日
付け国地契第73号、国官技第245号、国北予
第46２号）」による「施工者と契約した第三
者による品質証明」の試行対象工事である。
本工事においては、工事施工中、受注者が
委託した第三者の品質証明者が工事の実施状
況、出来形及び品質について契約図書との適
合状況の確認を行った上で品質証明結果とし
てとりまとめ、発注者はその結果を踏まえて
既済部分検査及び完成検査を行うこととす
る。また、支払い条件は「出来形部分払方式」
を採用する。
なお、本試行の実施にあたっては、「施工者
と契約した第三者による品質証明実施要領」
及び「施工者と契約した第三者による品質証
明業務運用ガイドライン（案）」に基づき行う
ものとする。
 本工事は、発注者が競争参加資格確認申請
書を提出した者から、本工事の積算に必要な
工事費の一部について見積書を求める工事で
ある。なお、見積書の提出は、競争参加資格
確認申請書提出後に、発注者より別途通知す
る依頼書により行う。
 快適トイレの設置 本工事は、施工現場付
近に特記仕様書に記載の仕様を満たす快適ト
イレを設置することを原則とする。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
の補正を行うことができる試行工事である。
 本工事は、当該工事において他の模範とな
るような働き方改革に関する取組みとして、
若手（35歳以下）や女性技術者の登用など、
担い手の確保に向けた取組みが図られている
場合に、工事成績で加点評価する工事である。
 本 工 事 は、 国 土 交 通 省 が 提 唱 す る
i‑Constructionに基づき、ＩＣＴの全面的活
用を図るため、受注者の提案・協議により、
起工測量、設計図書の照査、施工、出来形管
理、検査及び工事完成図や施工管理の記録及
び関係書類について３次元データを活用する
ＩＣＴ活用工事の対象工事（施工者希望Ⅰ型）
である。
ＩＣＴを全面的に活用するため、入札にあ
たり「ＩＣＴ施工技術の活用（ＩＣＴ活用工

事）【土工】」（別記様式２１）を提出し、
その内容がＩＣＴ活用施工として適当と認め
られる場合、契約後施工計画書の提出（施工
数量や現場条件の変更による、変更施工計画
書の提出を含む）までに監督職員へ提案・協
議し、協議が整った場合にＩＣＴ活用施工を
行う。
本工事におけるＩＣＴ活用施工は、河川土
工、海岸土工、砂防土工、道路土工において、
に示すＩＣＴ建設機械を用いた施工を行
い、ＩＣＴを用いた３次元出来形管理等の施
工管理を実施し、それらで得られた３次元
データを納品することをいう。但し、砂防工
事など施工現場の環境条件により、ＩＣＴ
建設機械による施工が困難となる場合は従来
型建設機械による施工を実施してよい。
なお、ＩＣＴの活用にかかる費用について
は、設計変更の対象とし、詳細については特
記仕様書によるものとする。
 ＩＣＴ建設機械
・３次元ＭＣまたは３次元ＭＧ建設機械
なお、ＭＣとは「マシンコントロール」、
ＭＧとは「マシンガイダンス」の略称であ
る。

 本工事は、建設現場の遠隔臨場について、
受注者が試行可能な場合に実施する試行工事
である。試行内容の詳細は、特記仕様書によ
ることとする。
 本工事は、建設キャリアアップシステム義
務化モデル工事の試行対象工事である。試行
内容の詳細は、特記仕様書によることとする。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 九州地方整備局（港湾空港関係を除く）に
おける令和３・４年度一般土木工事に係る一
般競争（指名競争）参加資格の申請を行って
いること。
九州地方整備局（港湾空港関係を除く）に
おける令和３・４年度一般土木工事に係る一
般競争（指名競争）参加資格の認定を令和３
年４月１日時点において受けていること。な
お、認定されていない者のした入札は、競争
に参加する資格を有しない者のした入札とし
て、当該入札を無効とする。

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 九州地方整備局における一般土木工事に係
る一般競争参加資格の認定の際に、客観的事
項（共通事項）について算定した点数（経営
事項評価点数）が1200点以上であること（上
記の再認定を受けた者にあっては、当該再
認定の際に、経営事項評価点数が1200点以
上であること。）。
 平成17年度以降に完成した、元請けとして
次に掲げるア）の要件を満たす同種工事の施
工実績を有すること。（受注形態を明らかにす
るものとし、甲型共同企業体の構成員として
の実績は、出資比率が20％以上の場合のもの
に限る。乙型共同企業体の施工経験について
は、出資比率に関わらず各構成員が施工を
行った分担工事の経験であること。）（新型コ
ロナウイルス感染症の拡大防止に向けた一時
中止措置等を行ったものに限り、申請時点で
完成していない工事も実績として申請できる
ものとする。）
ア）砂防工事における砂防ダム工又は砂防流
路工の施工実績を有すること。
但し、共同企業体にあっては、構成員のい
ずれか１社が上記同種工事の実績を有するこ
と。
なお、当該実績が地方整備局が発注した工
事に係る実績である場合にあっては、工事成
績評定通知書の評定点が65点未満のもの又は
工事成績評定の通知を受けていないものを除
く。
 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に配置できること。
なお、建設業法（昭和24年法律第100号）
第26条第３項及び建設業法施行令（昭和31年
政令第273号）第27条第１項に該当する場合
は、当該技術者は専任でなければならない。
 １級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
なお、「これと同等以上の資格を有する

者」とは、次のものをいう。
・１級建設機械施工技士の資格を有する者

・技術士（建設部門、農業部門（選択科目
を「農業土木」とするものに限る。）、林
業部門（選択科目を「森林土木」とする
ものに限る。）又は総合技術監理部門（選
択科目を「建設」、「農業農業土木」又
は「林業森林土木」とするものに限
る。））の資格を有する者
・これらと同等以上の資格を有するものと
国土交通大臣が認定した者

 平成17年度以降に完成した、元請けの技
術者として、上記に掲げる同種工事の経
験を有する者であること。（受注形態を明ら
かにするものとし、甲型共同企業体の構成
員としての実績は、出資比率が20％以上の
場合のものに限る。乙型共同企業体の施工
経験については、出資比率に関わらず各構
成員が施工を行った分担工事の経験である
こと。）（新型コロナウイルス感染症の拡大
防止に向けた一時中止措置等を行ったもの
に限り、申請時点で完成していない工事も
実績として申請できるものとする。）但し、
一人の主任（監理）技術者が同種工事の全
ての要件を満たさなければならない。
また、共同企業体にあっては、構成員の
いずれか１人の主任（監理）技術者が同種
工事の経験を有していればよい。
なお、当該実績が地方整備局が発注した
工事に係る実績である場合にあっては、工
事成績評定通知書の評定点が65点未満のも
の又は工事成績評定の通知を受けていない
ものを除く。（工事成績評定通知書の再発行
等については、５年以内のものは該当工事
発注事務所にて、それ以前のものは企画部
技術管理課に申請すれば再発行が可能で
す。）
さらに、当該実績が、工期１年未満の工
事にあっては工期の半分未満の従事期間、
工期１年以上の工期の工事にあっては６ヶ
月未満の従事期間である場合は実績として
認めない。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。登録基幹技能者が主任技術者
となる場合にあっては、登録基幹技能者講
習修了証を有する者であること。
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